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（社）日本家政学会大会	

2010年5月29日（土）	

広島大学，I会場（L107），2I-2	




•  今日の日本には家族問題が山積	


•  家政学の使命：個人・家族・コミュニティの生活
ニーズ・困難解決，支援	


•  米国「家族生活教育」，「家族生活教育者
（FLE)」：家政学を基礎とする家族問題予防のし
くみ，人材養成	


•  台湾，韓国：新しい家族支援システム成立	


•  ⇒成立の経緯，現状，家政学・家政学者がどの
ように関与したか。　	
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目的	




•  2009年9月：台湾・台北縣・現地視察	


•  2009年12月，2010年1月：	


	
 	
 	
 	
韓国・関係者へのインタビュ
ー	


•  2010年4月：韓国・ソウル・現地視察	


•  資料収集	


•  翻訳，調査，分析	
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方法	




・1980年代以降，特に1989年戒厳令解除以
降，ドラスティックに先鋭化	


・経済・・・飛躍的発展，収入増	


・生活形態・・・労働一辺倒から休み重視，精
神的成長追求へ	


・女性・・・教育機会増，結婚後も仕事，共働き
家庭増	


・社会的価値の多元化，伝統的家庭倫理の
緩み，個人主義の高まり	


　　　→離婚率増，未婚子増，単親家庭増	


	


	


①共働き，②社会的弱者（単親・心身障がい・
原住民），③外籍・大陸花嫁。３つの形態の
家族をめぐる課題が急激に増加	
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結果１：歴史的社会的背景	


台湾	
 韓国	

•  家族問題の激化	


•  児童，老人,妻に対する虐待	


•  青少年非行	


•  家族暴力	


•  家計破産，老人の貧困と疎外	


•  男性の長時間労働，過労，自
殺，暴行，犯罪	


•  少子・高齢化	




•  家庭教育法　2003年2月	

•  第１条（目的）：国民家庭生活のあ

り方，国民の知識向上，心身状況
を健全にさせ，幸せな家庭を作り
あげることで平和な社会を作りあ
げる。	


• 第２条（定義）家庭教育とは、家族
関係、及び家庭の機能を促進させ
る教育活動。範囲は以下の通り： 

• １．親教育（親職教育）	

• ２．子ども教育（子職教育）	

• ３．ジェンダー教育	

• ４．婚姻教育	

• ５．倫理教育	

• ６．家庭資源・管理教育	

• ７．その他家庭教育関連事項 
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台湾	
 韓国	


結果２：法律・政策	


•  健康家庭基本法　2003年12月	


•  第1条（目的）健全な家庭生活の営
みと家族の維持と発展、家庭問題
の適切な解決策を講じ、家族員の
福祉増進，支援政策強化，健康家
庭の実現に寄与する。	


•  第3条（定義）　4．「健康家庭事業」
とは、健康家庭を阻害する問題の
発生を予防し、解決するためのさ
まざまな対策と、家族の扶養・養
育・保護・教育などの家庭機能を
強化するための事業。	
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結果２：法律・政策	

台湾・家庭教育事業・台北県政府家庭教育センター （2009年）	
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結果２：法律・政策	

韓国・健康家庭事業（2010年）	


• 	
 家族プムアシ（助け合い）	
 
• 	
 家族ボランティア・グループ	
 
• 	
 家族余暇プログラム	
 
• 	
 地域参加	
 及び	
 共有イベントなど	
 	
 

• 	
 離婚前・後家族相談	
 
• 	
 親子相談	
 
• 	
 夫婦相談	
 
• 	
 家族関係での葛藤相談な
ど	
 • 	
 アイドルボミ（子供

の面倒見及びサポー
ト）	
 

	
 (土曜日·・短期	
 休みの
間面倒見支援,小学生の
就学適応)	
 
• 	
 育児情報共有の場	
 

• 	
 地域社会福祉協会との連携	
 
• 	
 センター事業類似機関との連携	
 

• 	
 生涯周期別教育	
 
	
 	
 (予備/新婚期夫婦,子
供期/学生期/青少年期	
 ,	
 
中年期,	
 老年期	
 など)	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

• 	
 仕事·・家庭両立のため
の教育	
 
	
 	
 (父親及び男性による
トルボミ（面倒見）参
加,	
 家族親和経営)	
 

• 	
 片親家族	
 
• 	
 祖孫家族	
 
• 	
 多文化家族	
 
• 	
 軍人家族	
 
• 	
 受刑者家族	
 
• 	
 再婚家族など	
 	
 

家族親
和	
 社会
環境	
 家族	
 

トルボミ
（面倒見）	
 
支援	
 

家族力量	
 
強化	
 	
 
家族教育	
 

地域社会	
 
連携	
 

多様な	
 
	
 家族	
 	
 
統合支援	
 

家族問題	
 
解決	
 
家族相談	
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結果３：家庭教育ｾﾝﾀｰ/健康家庭支援ｾﾝﾀｰ	


台湾	
 韓国	

l 第7条（抄）　政令指定都市お
よび地方自治体の主管機関は、
家庭教育専門家を招聴し、家庭
教育センターを設置し、並びに
教育、文化、衛生、社会福祉、
戸籍の管理、労働、報道などの
関連機関、あるいは各課、学校
およびマスメディアと協力し以
下の事項を推進する。	


l  1．各家庭教育推進活動　2．ボ
ランティアの養成事項　3．国
民の家庭教育相談および指導す
る事項　4．その他家庭教育推
進事項　	


l  第35条（抄）（健康家庭支援セン
ターの設置）	


l   ①国および地方自治体は、家庭
問題の予防・相談および治療、健
康家庭の維持のためのプログラム
の開発、家族文化運動の展開、家
庭関連情報および資料提供など
のために、中央、市・道および市・
郡•区に健康家庭支援センターを
置く。	


l  ⑤センターの運営は、保健福祉家
族部令が定めるところにより、民
間に委託することができる。	
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学校
⽂文化基
⾦金金館
社会教
育機関

企業

NPO
その他
の組織

⼯工作⼈人員
（3〜～10⼈人）

⼯工作⼈人員
（3〜～10⼈人）

中央政府 教育局

政令令都市

台北北市
⾼高雄⼤大市

県庁、市役所

文化局 教育委員会

家庭教育センター

主任

組長 組長

家庭教育研究所

国⽴立立師範⼤大学（北北）
国⽴立立Chi-­‐Nan⼤大学
（中央）
国⽴立立Chia-­‐Yi⼤大学
（南）

・家族向けの多種多様なプロジェ
クトのための家族関連の研究
・プロジェクトの⾒見見直し
・家族向け学習プログラム作成な
ど

台北県	

常勤職:６人	

ボランティア60人	

合計66人	


結果３：台湾・家庭教育センター	
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結果３：韓国・健康家庭支援センター	


トンジャク区	

常勤職:10人	


非常勤職:52人	

合計62人	




l ＜家庭教育法＞第7条（抄）家
庭教育士の資格、招碑、養成方
法は、中央機関の定めによる。
（略）この法の施行前に各政令
持定都市、地方公共団体にすで
に採用されている家庭教育セン
ターに所属している専門家と、
主管機関が認める優秀なボラン
ティアは、業務の需要に応じて
優先的に採用される。	
 

l ＜家庭教育資格養成と研修方法
＞　第2条　家庭教育専門家と
は、家庭教育専門訓練をうけ、
家庭教育専門知識をもち、家族
関係および、家庭機能を促進し、
従事する人。	
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結果４：人材養成：根拠法	

台湾	
 韓国	


l ＜健康家庭基本法＞第35条（抄）②セン
ターでは、健康家庭事業を実行するため
に関連分野の学識と経験を持つ専門家を
置かなければならない。	
 

l ③健康家庭士は、大学またはこれと同等
以上の学校で社会福祉学・家政学・女性
学など，保健福祉家族部令が定める関連
科目を履修し卒業した者でなければなら
ない。	
 

l ＜施行令＞“健康家庭基本法”に応じて、
大学またはこれと同じレベル以上の学校
で、次の科目区分に応じて、12科目以上
を履修して卒業した者は、健康家庭士資
格を取得することができる（"健康家庭
基本法"第35条第3項	
 および	
 "健康家庭
基本法施行規則"別表1）。	
 



•   ①国内外の大学・大学院の「家族
関連教育」学部・機関卒業者，学
部名に「家族」を含む学部・機関卒
業者：20単位以上	


•  ②国内外の大学・大学院の社会教
育・生涯学習・幼児教育・教育心理
学・指導・社会福祉・生活科学・生
活応用科学など，関連学部・機関
の卒業者：「家族関連教育」専門科
目20単位以上＋「家族関連教育」
実務経験1年以上	


•  など	


•  ①大学院の関連教科目履修者，
主要科目４科目以上，関連科目４
科目(基礎理論2科目,相談・教育
等，実際２科目)以上。ただし，主
要科目・関連科目の各2分の1以
内，大学以上で履修した教科目も
大学院で履修とみなす。	


•  ②教科の内容が同一のものと女
性家族部長官が認める場合には，
同じ教科目とする。	


•  ③12科目36単位(大学院，8科目24
単位)，または12科目以上36単位
(大学院，8科目以上24単位) 	
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結果４：人材養成：科目と単位	


台湾	
 韓国	




l 主要（コア）科目(５科目以上)	
 

l 健康家庭論,(健康)家庭(家族)政策論,家族相談(および
治療),家庭（家族）生活教育,家族福祉論，家族とジェ
ンダー,家族（家庭）と文化，健康家庭現場実習,女性と
（現代）社会，非営利機関運営管理	
 

l 関連科目(７科目以上)	
 

l 基礎理論(４科目以上)	
 

l 家族学,家族関係（学）,家族法，児童学，保育学，児
童（青少年）福祉論,老年学，老人福祉学，人間開発，
人間行動と社会環境，家族(家庭)	
 (資源)管理,家計経済，
家事労働論，余暇管理論,住居学，生涯周期栄養学，女
性福祉（論），フェミニズム理論，精神衛生（精神保健
社会福祉）論，障害者福祉論,家庭生活福祉論，相談理
論,資源奉仕論，性と愛，法女性学，女性と文化,仕事と
家族（家庭）,社会福祉（概）論	
 

l 相談・教育等，実際(３科目以上)	
 

l 生活設計相談,児童相談,栄養相談および教育，消費者
相談，住宅相談,父母教育，夫婦教育，消費者教育，家
庭生活と情報,家計財務管理,住宅管理，衣生活管理，地
域社会栄養学，プログラム開発と評価,社会福祉実践技
術論，地域社会福祉論，研究（調査）方法論,夫婦相談，
集団相談，家族（家庭）と地域社会,女性と教育,女性と
リーダーシップ,女性主義相談,社会福祉実践論，危機介
入論,事例管理論	
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台湾	
 韓国＜施行規則＞第５条	


結果４：人材養成：科目	


• 必修科目（10単位以上）８科目	


• 家庭生活教育概論2，親教育2，家族
関係/婚姻と家族関係/婚姻と家庭2，
家庭資源管理2，婚姻教育/婚姻研究
2，職業倫理2，家庭概論/家庭発展2，
家庭理論2	


• 選択科目（10単位以上）20科目	


• 家庭教育方案（課程）計画／家庭生
活教育方案設計2，家庭教育活動推
進（エクステンション）/家庭生活教育
実務2，家族カウンセリングと指導／家
族カウンセリング2，児童と青少年の発
達（と学習）2，成人発達（と学習）2，

ジェンダー教育2，人類発達（と学習）2，
家庭社会学2，家庭と法律2，族群，文
化および家庭2，家庭心理学2，家庭コ
ミュニケーション2，家庭と地域2，家庭
危機と管理2，家庭政策2，青少年と家

庭2，老人と家庭2，カウンセリング理
論と技術2，グループワーク/グルー
プ・ダイナミクス2	
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結果５：家政学者の貢献	


l 1986　「家庭教育が社会の調和的な５年計画実施方案を修正促進する法案」：「家
庭教育センター」の試行的開設（台北市など主要5市）/「家庭教育シリーズ」出版/ラ
ジオ講座・放送/新聞のコラム//1990　「家庭教育仕事大綱」：家庭生活における倫
理，夫婦関係，親教育，現代的家庭生活教育，家庭と地域社会の関係。特に，親子
教育，両性教育，家族関係に焦点。/「家庭教育センター」　➞「家庭教育サービスセ
ンター」に改称。/プライベートワイヤ電話：相談事業展開//1991　「台湾地区家庭教
育センター」（23の家庭教育サービスセンターを統合）：「家庭の機能強化計画」推進
//1996　教育改革　家庭教育法について議論/「家庭教育型学習促進で社会を打ち
立てる」中期計画（1998/7～2001/6）策定：現代的で健康な家庭を打ち立てることと
生涯学習の結合，学習型家庭//2001　家庭教育法草案：親教育、性教育、婚姻教
育、家庭倫理教育、その他の家庭教育/「学習社会白書」：家庭と家族の役割、家庭
学習は気楽で楽しくあるべき、「学習型家庭」の目標、家庭教育は主体的に組み立
てていくプロセスそのもの//2003年2月　家庭教育法交付・施行	


l 「FLE」資格取得者養成が，時代や社会の変化に対応した家族支援のための仕組
みとして本格的に制度化。	


l 先に法を制定してから，「FLE」資格取得者養成が取り組まれたのは世界で初めて。	


l 「FLE」資格プログラム関係者は米国の大学を卒業した大学・学科教員が大半。	


l 家政学者が2003年の家庭教育法の成立に当初から関わった。	


台湾	




15 

結果５：家政学者の貢献	


韓国	

l 1995 	
大韓家政学会｢地方化時代と家庭福祉」	

l 2001 	
韓国家庭管理学会「家庭福祉基本法案」	

	
 	
家庭福祉教授協議会	

l 2003 	
保健福祉常任委員会・大韓家政学会「健康家庭育成基本法案」	

	
 	
生活科学関連団体協議会	

	
 	
家庭を健康にする市民モイム（集会）	

	
 	
大韓家政学会・家政学実践特別委員会	

l 2003/12/29　健康家庭基本法可決(2005/1/1施行)	

	

l 家政学者・・・家族政策，家庭福祉への関心　　	




要約	

l  家政学を基礎とする家族支援システムとして，2003年に台湾では「家

庭教育法」，韓国では「健康家庭基本法」が成立した。	


l  「家庭教育法」/「健康家庭基本法」の成立には，両国の歴史的社会的
独自性を背景にして，家政学者が強力に10年以上の歳月をかけて関
与してきた。	


l  事業の中心は，家族問題予防・教育・支援であり，親教育，子ども教
育，ジェンダー教育，婚姻教育，倫理教育，家庭資源管理，家族相談
などを行っている。	


l  家庭教育センター/健康家庭支援センターはともに学校，官公庁，企
業，NPOなどと強力な連携をもって運営されている。	


l  家庭教育資格取得者/健康家庭士は家政学を基礎とする資格として
設定され，センター，NPOなどで家庭教育/健康家庭事業の専門家と
して奉仕している。	
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l  韓国・ソウル特別市トンジャク区健康家庭支援センター（2010年4月23日）	
 

l  韓国・健康家庭支援センター・ウェブサイト	
 

l  チョウ・ヒグム，パク・ミソク（2004）「健康家庭基本法の理念と体系」韓国家庭
管理学会誌22(5)，331-344	
 

l  李基栄・李秀眞（2010）「生活経営主体社が参画する新たな生活ガバナンスの事
例」，『暮らしをつくりかえる生活経営力』，145-153，朝倉書店	
 

l  正保正惠，倉元綾子，山下いづみ「家庭教育法に基づく家族生活教育システムの実
態（１）―台北県政府家庭教育センターにおけるシステム、ボランティア人材育成
とボランティアの役割を中心にして―」家政学原論研究，No.44（2010，投稿中）	
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2010年5月30日（日）13:30～15:30　I会場（L107） 
１．趣旨説明：家族生活アドバイザー制度の設立に向けて 

      （中間美砂子，部会長）	

２．家族生活アドバイザーに関するニーズ調査 

     （鈴木真由子，大阪教育大学）	

３．家族生活教育（FLE）：アメリカ合衆国の状況 

     （山下いづみ，富士市議会議員）	

４．台湾の「FLE」（家庭教育）の状況 

     （正保正惠，福山市立女子短大）	

５．韓国における家族生活教育：健康家庭支援センターの活動 

      （倉元綾子，鹿県短大）	
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